
 

 

 

 

 

 

 

次次世世代代育育成成支支援援対対策策推推進進法法にに基基づづくく  
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は じ め に 

 

 わが国において急速な少子化が進む中、平成１５年に「次世代育成支援対策

推進法（以下「法」という。）」が制定され、次代の社会を担うこどもが元気に

生まれ、健やかに育成されるための環境を整備することを目的に、国、地方公

共団体及び企業には、法に沿った行動計画の策定が義務付けられました。 

本市においても、平成１８年に「諫早市特定事業主行動計画」を策定し、第

１期から第４期まで次世代育成支援の取組を進めてきたところです。 

こうした中、少子化の進行状況や、男女とも仕事と子育てを両立できる職場

を目指す観点から、次世代育成支援対策の取組を更に充実させていくため、法

の有効期限が令和１７年３月３１日まで１０年間延長されました。 

今般、令和６年度末をもって第４期計画の計画期間が終了したため、法の期

間延長もふまえ、引き続き、子育て中の職員だけではなく、全ての職員が「仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」を確保できる職場環境づくりを

推進することを目的として令和７年度から令和１２年度までを計画期間とする

「第５期諫早市特定事業主行動計画」を定めることとしました。 

 職員一人ひとりが、次代の社会を担うこどもたちを健やかに育成する必要性

を理解し、仕事と家庭の両立のために職員同士がお互いに支え合っていけるよ

うな取組を進めていきたいと考えています。 

 

 

 

 

               諫早市長 

                  諫早市議会議長 

                       諫早市上下水道事業管理者 

                   諫早市教育委員会 

                     諫早市選挙管理委員会 

                    諫早市代表監査委員 

                   諫早市農業委員会 
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 １ 計画期間                                          

  本計画は、令和７年度から令和１１年度までの期間とします。 

 

次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から令和６年度までの時限立

法でしたが、法が令和１６年度までの１０年間延長されたことから、これま

での行動計画を見直し、前半の５年間（令和７年度から令和１１年度まで）

を計画期間とします。 

 

 ２ 計画の推進体制                                

この行動計画を効果的に実践するために、各執行機関と連携を取りながら

推進状況等を把握し、計画推進に当たっての課題の検討や推進に向けた取組

を行います。 

 

 

 ３ 計画の具体的な内容                    

 

＜安心して出産・育児ができる取り組み＞ 

 これから子育てに携わる職員や現在子育て中の職員が仕事と家庭を両立させ

るためには、各種制度を正しく理解するとともに、職場の理解が不可欠である

ため、制度を取得しやすい職場環境づくりに努めます。 

 

（１）妊娠、出産、子育てに係る諸制度の周知及び意向確認 

  ① 産前産後休暇、育児休業、育児短時間勤務、部分休業、父親の休暇制度、

子の看護等休暇、出産費用の給付、育児休業中の経済的支援の内容や手

続きの方法等をまとめたものをグループウェアの掲示板に掲示し情報提

供を行います。 

  ② ①の諸制度の利用意向の確認を行います。 

③ 制度等の改正に伴い、随時周知を図っていきます。 

 

 

 

 

（２） 妊娠中及び出産後における配慮 

母子の健康を適切に確保するため、以下の取り組みを行い、職場全体で

母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

① 母性保護、経済的支援措置、育児時間、時間外勤務制限等の制度につい

て周知を図ります。 

（全職員の役割） 
 情報提供された資料をよく読んで、職場において妊娠している人やこ

どもを育てている人が制度を利用しやすい雰囲気を醸成すること。 
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② 妊娠中の職員の健康や安全へ配慮し、必要に応じて職場の応援体制や業

務分担を見直します。 

 

③ 子育て中の職員が、仕事と育児の両立を図ることができるように、可能

な範囲で人事上の配慮を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 男性の子育て目的の休暇等の取得促進 

子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、こどもを持つことに対

する喜びを実感するとともに出産後の配偶者を支援するため、男性職員が

休暇を取得しやすい職場雰囲気を醸成します。 

  ① こどもの出生に伴う父親の特別休暇について周知し取得の促進を図り、

併せて年次有給休暇の取得促進を図ります。 

 

  ② 育児休業や部分休業等の制度について周知し、子育ての状況に応じて制

度を有効に活用できるよう、取得の促進を図ります。 

 

  ③ 職場における理解が得られるための環境づくりに努めるとともに、男女

間における固定的な役割分担意識の是正を進めます。 

 

 

 

 

 

 

（所属長の役割） 
 時間外勤務の制限等の制度の利用や育児時間の取得請求があった場

合、業務量が過重にならないよう業務分担の見直しを行うこと。 
 業務に関して、妊娠中や子育て中の職員の状況を十分確認し配慮する

こと。 

（妊娠中及び子育て中の職員の役割） 
 父親、母親になることがわかったら、諸制度の活用のためにも、人

事上の配慮のためにも必要であるので、できるだけ速やかに（遅くと

も出産予定日の５ヶ月前までに）、育児をするようになることを所属長

に申し出ること。 
特に、妊娠中の職員は、制度に関する資料をよく読んで、母性保護

及び母性健康管理制度の適切な利用を心がけること。 

（所属長の役割） 
 父親となる職員に、休暇を取得するよう積極的に働きかけること。 
子育て中の職員が、安心して育児休業等を取得できるよう、男性職員

の育児休業等に対する職場全体の意識改革を進めること。 
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（４） 育児休業等を取得しやすい環境の整備 

性別にかかわりなく育児休業、部分休業等が取得しやすいよう職場の雰

囲気づくりに努めます。 

  ① 男性職員も育児休業等を取得できることについての周知を行います。 

 

  ② 育児休業職員が安心して休業に入れるよう代替職員の配置を行います。 

 

  ③ 育児休業を取得し、又は子育てを行う職員が就業を継続し、活躍ができ

るよう、研修等をとおして男女がともに仕事と子育てを両立できる環境

の整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取り組み＞ 

 ワーク・ライフ・バランスを推進するために、職員に対して様々な情報を提

供し、啓発を行います。 

 

（子育て中の職員の役割） 
 対象職員は、所属長に休暇取得予定日を早めに伝え、積極的に利用す

ること。 

（所属長の役割） 
 こどもを育てることの重要性や子育て期の職員に対する配慮につい

て高い意識を持つようにし、職場全体で子育てを支援していくような職

場環境づくりに努めること。 
 業務に支障がないように業務分担の見直しを行う等、職場内における

応援体制を作ること。 

（全職員の役割） 
 育児休業中は職場から離れ孤独になりがちであるため、育児休業中の

職員に電話やメール等を活用して職場の近況を知らせるなど相互に連絡

を取り合い、職場復帰への不安を軽減するとともに、育児休業中の職員

が気軽に職場を訪問できる雰囲気づくりに努めること。 

（子育て中の職員の役割） 
 ３歳未満の子や小学校就学前の子を養育している職員は、育児休業や

部分休業の予定を所属長に早めに伝え、積極的に利用すること。 
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（１）時間外勤務の縮減 

 仕事と家庭生活の両立及び子育て支援の観点からも、時間外勤務の上限

時間を遵守するとともに、時間外勤務のより一層の縮減を図ります。 

① 人員配置の見直し 

・職員の時間外勤務状況を把握し、人事や職員配置に関するヒアリング

を行い、適切な人員配置に努めます。 

 

② 事務の簡素合理化の促進 

・研修等により、事務改善に対する職員の意識を高めます。 

・デジタル化の計画的な推進、庁内ＬＡＮの活用、事務の外部委託、事

務処理体制の見直しなどにより、業務の簡素合理化を促進します。 

・会議、打ち合わせについては、可能な範囲でメールやオンライン会議

を活用し簡素合理化を図ります。 

 

③ 時間外勤務縮減のための意識啓発等 

・時間外勤務が特定の職員に偏ることがないよう、計画的な業務の遂行

や応援体制の整備を図ります。 

・所管する業務について常に点検を行い、積極的な事務の効率化に努め

ます。 

・時間外勤務の特に多い所属、職員を把握して、所属長にヒアリングに

よる注意喚起を行います。 

・小学校就学前の子を育てる職員の深夜勤務、時間外勤務制限制度及び

時間外勤務免除制度の周知を図ります。 

 

④ 健康面における配慮 

・時間外勤務の多い職員に対して産業医の面談を行い、健康状態を把握

します。 

 

⑤ 「帰ろうデイ」の周知徹底 

・毎週水曜日の「帰ろうデイ」には朝の放送で定時退庁を促すとともに、

管理職による定時退庁の率先垂範や、勤務時間外における会議や打ち

合わせを控えるなど、定時退庁の徹底を図ります。 

 

⑥ 勤務状況の的確な把握と勤務時間の管理 

・庶務管理システムによる出退勤管理の徹底により、勤務状況を的確に

把握し、週休日の振替、代休日の指定、月６０時間超の時間外勤務を

行った場合の代替休の取得促進など、勤務時間の管理を徹底します。 
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（２）休暇の取得の促進 

子育て中の職員のみならず、全ての職員に休暇取得の促進を図ります。 

① 年次有給休暇の取得の促進 

家族の記念日等のための年次有給休暇の取得促進、休暇の計画的取得、

職員個々人の年間の年次有給休暇取得目標日数の設定などにより、年次

有給休暇の取得促進を図ります。 

 

② 連続休暇等の取得の促進 

ゴールデンウィーク期間、夏季休暇とあわせた年次有給休暇の取得、

月曜日・金曜日を組み合わせた休暇の取得などにより、連続休暇の取得

促進を図ります。 

 

③ 子の看護を行う等のための特別休暇の取得の促進 

     中学生までの子の看護、学級閉鎖等に伴う世話、行事への参加等のた

めの特別休暇（年間５日以内、２人以上は１０日以内）の制度を周知す

るとともに、取得できる職場環境づくりに努めます。  

 

 

 

（全職員の役割） 
 時間外勤務の上限時間を意識し、常に業務の効率的な遂行を心がける

こと。日頃から自分の時間外勤務時間を認識し、時間外勤務を縮減する

よう意識すること。「帰ろうデイ」には周りの職員と声をかけあって退

庁すること。 

（所属長の役割） 
 職員の勤務状況を把握し、特定の職員に時間外勤務が集中しないよう

に業務分担を見直す等応援体制を整え、勤務時間管理の徹底を図ること。 
 新たな事業等を実施する場合には、目的、効果、必要性について充分

検討の上実施し、併せて、既存の事業等との関係を整理し、代替的に廃

止できるものは廃止すること。 
 時間外勤務命令の上限時間を踏まえ、時間外勤務の命令は必要最小限

にとどめるとともに、適切に行うこと。特に子育て中の職員に対しては、

急な時間外勤務命令、また免除の請求があった職員への時間外命令は行

わないなどの配慮をすること。 
 「帰ろうデイ」には原則として時間外命令を行わないこととし、やむ

を得ず命令する場合には、事前に職員課長に報告すること。 
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（３） 人事評価への反映 

   仕事と生活の調和に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境づ

くりに向けて採られた行動には、人事評価における適切な評価手法などに

ついて検討をすすめます。 

 

＜その他の次世代育成支援に関する取り組み＞ 

 地域社会の中で、こどもたちの豊かな人間性を育むための次世代育成支援対

策について推進します。 

 

（１） 子育てバリアフリーの推進 

   こどもを連れた来庁者も安心して利用できるように、施設の維持管理に

加え、親切な応接対応等のソフト面でのバリアフリーの取り組みを推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） こども・子育てに関する地域貢献活動 

① 職員の地域活動参加の支援 

・職員は、居住する地域の一員として自治会等の地域活動に積極的に参

加し、地域の住民と一体となって地域づくりやこどもの健全育成に貢

献するよう働きかけます。 

 

（所属長の役割） 
 こどもを連れた人も安心して来庁できるよう、職場内のレイアウトを

点検するほか、職員の親切、丁寧な対応について適宜指導すること。 

（全職員の役割） 
 日頃から、来庁者に対して丁寧で親切な応対等を率先して行うこと。 

（所属長の役割） 
 所属長は、年次有給休暇に対する職場の意識改革を進め、年次有給休

暇を取得しやすい職場風土の醸成に努めること。 
 また、安心して職員が年次有給休暇を取得できるよう、事務処理にお

いて相互応援ができる体制を整備すること。 

（全職員の役割） 
 年次有給休暇の取得が積極的にできるよう業務の効率化に努めるこ

と。 
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② こどもを交通事故や不慮の事故から守る活動の実施等 

・機会を捉えて、綱紀粛正・交通事故予防を促します。 

・職員に対して、交通安全研修を実施し安全運転の意識を高めます。 

・職員が、地域の自主的な防犯活動や少年非行防止等の活動に積極的に

参加するように働きかけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

（３） こどもとふれあう機会の充実 

① こどもの授業参観日等の学校行事やこどもが参加する地域活動等には、

職員が積極的に参加できるよう呼びかけます。 

② 家族と共に過ごす余暇を充実させるため、福利厚生事業を引き続き実施

していきます。 

 

＜計画の数値目標＞ 

 計画に掲げる具体的な次世代育成支援策に積極的に取り組むため、次に掲げ

る数値目標を定めます。 

 

数値目標（達成年度 令和１１年度） 

男性職員の育児休業取得率 ９０％ 

（令和６年度 ７０％） 

配偶者出産休暇取得率 ９５％ 

（令和６年度 ９０％） 

月平均時間外勤務時間数 

（職員１人当たり） 

１１時間以内 

（令和６年度 １１．３時間） 

年次有給休暇取得日数 

（職員１人当たり） 

１５日以上 

（令和６年 １２．７日） 
 

（所属長の役割） 
 職員が地域活動に参加しやすい職場の雰囲気づくりを心がけること。 
 地域活動に意欲的に取り組む職員を支援するため、所属長は周囲の職

員の理解と協力を促し、地域活動の活性化を支援すること。 

（全職員の役割） 
 スポーツや文化活動の指導等、地域活動や子育て活動の機会を捉えて

積極的に参加すること。 
地域住民等の自主的な防犯活動や少年非行防止等の活動へ積極的に

参加すること。 
交通安全研修は必ず受講して、公私を問わず運転時には交通ルールを

遵守し、事故を起こさないように注意すること。 


